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経済産業省 令和５年度
二国間クレジット取得等のためのインフラ整備調査

（JCM実現可能性調査）

企画提案の公募説明会資料

公募期間：令和5年4月24日（月）～5月26日（金）正午

※ 本資料は、1次公募時の内容でご説明しておりますこと
にご注意ください。
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1. 目的
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 目的
本実現可能性調査（Feasibility Study：FS）は、二国間クレジット制度（JCM）を活用し、我
が国企業等の脱炭素技術・製品の普及等の事業化を実現すると共に当該国での温室効果ガス排
出削減及びJCMクレジット化を実現する案件の実現可能性を検討していただきます。

本FS で対象とした内容は、その後のJCMプロジェクト化を期待しています。具体的には、FS
の出口として、『二国間クレジット制度（JCM）等を活用した低炭素技術普及促進事業』
（NEDOによるJCM実証事業）への応募、民間JCMプロジェクトとしてのJCMプロジェクト化
を期待している。
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2. 対象技術・製品
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 対象技術、製品等

• JCMに関する二国間文書に署名しているパートナー国又は今後署名が見込まれる途上国等に
おいて、優れた脱炭素技術等を活用したエネルギー起源CO2の排出削減を行うとともに、
実現したGHG排出削減量のJCMクレジット化に資するもの

• GHG排出削減量を定量的に評価でき、かつ、可能な限り大規模なGHG排出削減に貢献する
もの（明確なGHG排出削減量の閾値は設定しませんが、一定以上の規模のGHG排出削減量
が見込める提案を優先します）
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3. FS終了後の展開（想定する出口戦略）

6

 『二国間クレジット制度（JCM）等を活用した低炭素技術普及促進事業』
 民間資金を中心とするJCMプロジェクト（民間JCM)

2023年度
JCM FS

NEDO JCM 実証事業
実証前調査

(1年) 実証事業 (3年)
定量化フォロー

アップ事業
(2年)

普及展開
（事業化）

普及展開
（事業化）民間JCM
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出口戦略 NEDO JCM実証事業 民間JCM

対象技術 ① 実証する技術は、提案者が有する日本の低炭素技術・システムで
あり、かつ相手国において当該技術・システムを普及させるため
の技術的な課題（以下、「技術課題」という。）があり、その克
服のために実証事業が必要であること。

② 地球温暖化対策として、実証事業によって温室効果ガス排出削減
効果が定量化し得るものであり、実証事業の期間及び終了後にお
いて大規模な温室効果ガス排出削減効果が期待できるもの。

③ 当該技術・システムの普及戦略が具体的かつ実現可能性の高いも
のであること。

④ ①で示された技術課題を克服する有効な手段として、適切に実証
計画が作成されていること。

我が国の民間事業者による排出削減・
吸収に貢献する優れた脱炭素技術の導
入等が、民間事業者自らの資金で実施
される場合は、対象技術に制限はない。

本FSでの対象は、エネルギー起源の
CO2排出削減に資する技術等の導入を
対象とする。

想定する
GHG排出
削減量

・JCM実証事業のモニタリング期間で1,000tCO2以上のJCMクレ
ジットが見込め、かつ
・JCM実証事業終了後の普及展開期間で年間10,000t-CO2以上の排
出削減効果が見込める案件

※NEDO JCM実証事業に準ずる

特に基準は設けないが、民間JCMとし
ての実現性の高さ、中長期的視点で見
たGHG排出削減ポテンシャルなどから、
総合的に評価する。

JCM FSで想定する出口戦略別の対象技術、想定GHG排出削減量の違い

3. FS終了後の展開（想定する出口戦略）

※いずれもJCM署名国のみが対象。
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4. FSにおける調査項目
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調査項目 調査内容
1. 関連政策・制度の動

向分析
 相手国におけるFSに関連する政策・制度の動向（現状・将来）及び課題・現地ニーズを把握する。
 対象とする政策・制度には、NDC、地球温暖化政策、関連するエネルギー政策、事業化に関連する政策、

制度、法令、規制等を含むものとする。
2. 事業化およびJCMプ

ロジェクト化の検討
 上記1の分析結果を踏まえ、事業化およびJCMプロジェクト化に向けた、事業ニーズの把握、事業化
に向けた具体的な事業化計画・普及戦略の検討を行う（事業化のためのファイナンス、投資及び事
業リスクの軽減に必要な検討を含む）。

 国内他地域、他国や地域内での普及拡大の可能性とその方策について検討する。
 NEDO JCM実証事業、民間JCMを活用した普及展開などの計画の検討を行う。

3. 課題と対応策の検討  今後の事業化およびJCMプロジェクト化を検討するにあたり、事業化・普及戦略の課題（事業リスク、
普及上のネックの抽出等）及び将来の事業展開に向けた成功要因や解決すべき課題と対応策を検討する
（相手国における規制、規格の制定に寄与するもの、政策や制度以外でのアプローチ、政策・制度構築
と連携したビジネスモデルの提案を含む）。

4. GHG排出削減量の
算定および排出削減
貢献の検討

 JCMプロジェクト化した際のGHG排出削減見込量の試算を行う。GHG削減量試算のために、JCM 
方法論の検討・作成を行うこと。

 提案する脱炭素技術・製品等の普及拡大時における当該国及び他国や地域内での排出削減への貢献
の検討を行うこと（例：当該国での制度導入による削減貢献、他国・地域内への普及拡大時の削減
貢献の定量化）。

5. 相手国関係者への提
案技術・製品や事業
化計画、課題や対応
策等の共有を通じた
事業化に向けた調整

相手国政府関係者等との対話により、上記1～4で検討する或いは検討した調査内容について共有し、
事業化の促進を図るとともに、将来のJCMプロジェクト化においてカウンターパートとなる政府関係者、
相手国企業の特定を行う。相手国の関係機関や企業、大使館、JETRO、NEDO、JICA 等在外関係者等
と連携するための取り組みを含む。必要に応じ、日本国内関係施設の調査や相手国政府関係者等に向け
た説明会等の開催等を効果的に行う。

想定するプロジェクト単位のGHG排出削減量の試算および普及展開した場合の仮定から削減量を試算する。
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Source: https://www.meti.go.jp/press/2022/03/20230328004/20230328004-2.pdf

4. FSにおける調査項目

Project Idea Note
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 実施形態：委託事業

 実施期間：契約締結日～2024年2月9日

 実施規模：1,500万円以内／1件（税抜）
2023年度実績：採択14件

5. 実施期間・実施規模等
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FSの対象となる申請者は、次の条件を満たす法人とする。なお、二者以上による共同申請（コン
ソーシアム形式での申請）も認めるが、その場合は幹事法人を決めるとともに、幹事法人が企画提
案書を提出すること（ただし、幹事法人が業務の全てを他の法人に再委託することはできません）。

① 日本に拠点を有していること。
② FSを的確に遂行する組織、人員等を有していること。
③ FSを円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を

有していること。
④ FSで知り得た一切の情報について、不適切に開示すること、又は漏洩することがない組織体

制を有していること。
⑤ 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しないものであること。
⑥ 経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではないこと。
⑦ 過去3年以内に情報管理の不備を理由に経済産業省との契約を解除されている者ではないこ

と。
⑧ 弊社が示す契約書案および特約条項の内容を理解し、かつ、合意できること。

※FS後の事業化を担う予定の企業等が参画する体制を構築して提案する必要があり、事業化の支援を行う者（コンサル
ティング会社、調査会社等）の単独提案は想定していません。

6. 応募資格

日本に本社を有する海外支社等は応募可。
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7. 審査基準
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1. 「10. 応募資格」を満たしているか。
2. 応募書類が全て提出されているか。
3. 提案内容が、「1.目的」に合致しているか。
4. 事業を行う国や対象技術について、普及可能性や相手国政府の支援策、法制度等具体的な分析に基づき、合理的に選択さ

れているか。
5. 優れた技術、ノウハウ、製品等の活用が見込まれ、FS実施後の広範な普及促進に資するものか。
6. GHG排出削減のロジック（考え方）および排出削減量の算定方法について具体的かつ的確に記載されているか。また、排出

削減量の算定方法論の新規開発が必要な場合は、その検討手順や想定される課題が整理され、課題の解決策（仮説）が示
されているか。

7. 事業実施が、大規模なGHGの排出削減のみならず、相手国の環境改善、環境・エネルギー技術の普及促進、省エネ促進や世
界の排出削減に貢献するか。また、FS の対象国・対象分野のみならず、他国や地域内、他の関連分野等に波及することが
見込まれるものか（普及拡大による削減貢献への波及性）。

8. 事業の社内での位置づけ、企業戦略との整合性、企業での事業化に対する経営方針が明確か（企業の短期及び中長期の経
営計画での明確な位置付け等）。

9. 将来の事業化およびJCMプロジェクト化に向けて具体的な事業計画が検討されていて、かつ、FS 終了後の事業展開および
JCMプロジェクト化の見込みが高いかどうか。

10.提案する事業に関して、これまでに何らかの活動、調査、事業展開実績など、経験や実績をどの程度有しているか。
11. FSにおいて検証する、事業実施に向けて克服すべき課題（投資リスク、投資負担の軽減、価格競争力強化といった事業推

進に向けた課題も含む）に関する仮説と、その検証方法が明確に示されているか。
12. FSを円滑に開始、遂行するため、相手国政府や企業等関係者との調整等がされており、採択後すぐに調査に取り組める見

込みがあるか。
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13. FS 後の事業化およびJCMプロジェクト化を担う予定の企業等が本事業に参画しているかどうか（参画の形態は、申請者
（共同申請者を含む）、委託先、外注先、本 FSでの委託費での費用支出が生じない協力先のいずれかとする）。

14.事業実施体制に複数事業者を含む場合、各事業者の能力、役割、成果が明確であるか。また、将来のNEDO JCM実証事業
や民間JCMで事業主体となる法人が明確であるか。

15. FSの調査規模等に適した実施体制が構築されているか。
16. FS実施方法や各事業者の分担、スケジュールが効果的かつ現実的か（調査状況及び現地の情報について、事務局及び委

託元の経済産業省担当者と定期的に情報交換を行うとともに、調査状況に柔軟に対応できる実施方法・スケジュールと
なっているか）。また、調査中間時でのマイルストーンの設定が明確にされているか。

17. FS の費用総額と、将来の事業化効果のコストパフォーマンスが優れているか。
18.ワーク・ライフ・バランス等推進企業であるか。
19.「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）（令和2年10月、ビジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省

庁連絡会議策定）（以下 URL 参照）に沿って、企業が自らの責任の下、最善の人権対応（人権デューディリジェンス
のプロセス導入、ステークホルダーとの対話等）に取り組んでいるか
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100104121.pdf

20.適切な情報管理体制が確保されているか。また、情報取扱者以外の者が、情報に接することがないか。
21.事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理部分について、再委託（委託業務の一部を第三者に委託すること

をいい、請負その他委託の形式を問わない。以下同じ。）を行っていないか。
22.事業費総額に対する再委託費の割合が50％を超えないか。超える場合は、相当な理由があるか（「再委託費率が50％を

超える理由書」を作成し提出すること）。

7. 審査基準(続き）



Copyright © Pacific Consultants Co., LTD.

8. 全体スケジュール
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公募

4月24日(月) 5月26日(金)正午

提案書提出締切

10月下旬7月下旬 2月上旬1月下旬

採択審査
（書類とヒアリング）

経産省と審査委員
による審査（※）

公募開始

調査実施

• 採択事業決定
• 再委託契約の締結

中間報告会 最終報告会

調査
完了

• 調査報告書納品
• 精算報告書提出

経産省と審査委員
による検査

経産省と審査委員
に対する報告会

普及展開
◎ NEDO JCM実証事業
◎ 民間JCM

採択審査、FSの進捗確認のための中間報告会およびFS完了確認のための最終報告会が経済産業省、および外部有識者委員
会により実施されます。

3月下旬

支出費用監査
精算金額確定

• 費用支払い

契約工期：令和6年度2月9日

2023年度の場合
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インドにおける
GHG排出削減削減事業の検討
2024年1月
パシフィックコンサルタンツ株式会社
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１．インドの温室効果ガス（GHG）排出の現状

※MoSPI (Ministry of Statictics and Programme Implementation, India), 2022, Energy Statistics India 2022

 2020年のエネルギー起源CO2排出量は以下の通り（IEA, 2020）。
・燃料の燃焼によるCO2排出量: 2,074.7 Mt CO2 
・燃料別CO2排出量: 石炭 70.6%, 石油 25.5%, 天然ガス 3.8%, その他 0.1% 
・部門別CO2排出率: 電力と熱 51.0%, 工業 24.2%, 運輸 13.0%, 家庭 4.5%, 非特定の最終消費量 1.6%, 

企業・事業所 1.5%, 農業 1.4%, その他 2.8%

 インドのエネルギー発電源割合は、石炭 73%, 石油 9%, 再生可能エネルギー（水力、原子力等を含む） 8%, 天然ガス 7%, 褐炭
3%で、依然として石炭に大きく依存している。

73%

9%

8%
7%

3%
石炭

石油

再生可能エネルギー（水力、原子力等を含む）

天然ガス

褐炭

エネルギー発電割合（ FY2020-2021年, MoSPI）

※インドは2023年12月
に”Third National 
Communication”を国連に提
出しており、最新情報は同報
告書参照のこと。
https://unfccc.int/docume
nts/636235

https://unfccc.int/documents/636235
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２．インドのGHG排出削減戦略・計画

※ JETRO https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
※ JETRO https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/03/1e00c614dbb84378.html
※インド電力省 https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1799067

 インドは2021年に開催されたCOP26にて、2030年までに実質GDPあたりのGHG排出量を2005年レベルから45％削減
し、2030年までに非化石燃料ベースのエネルギー資源による累積電力設備容量の割合を約50％達成するという、2015
年の「国が決定する貢献」（NDC）を更新する「パンチャムリット（Panchamrit）」（炭素削減に関する５つの誓約）
を発表し、下記の新たな５つの目標を設定した。

 電力庁は2022年9月発表の国家電力計画草案において、2030年の設備容量計画を発表し、非化石電源500GW（太陽光
333GW、風力134GW、バイオマス15GW、小水力5GW ＋ 水力83GW）を目指すとしている。

 2021年8月に2030年までにグリーン水素の年間生産量を500万トンにまで増やすことを目指した「国家水素ミッション」
を発表。その具体的計画となるグリーン水素・アンモニア政策を2022年2月に発表した。グリーン水素・アンモニア生産
者が、再生可能電力の購入や再生可能エネルギー容量の拡張を自由に行うことができることや、すぐに消費しない再生可
能電力を最長30日間まで流通会社に預けられることなどが規定されている。今後は水電気分解装置・部品に係るPLI（国
産奨励金）スキームや、②石油精製事業者及び肥料製造事業者に対して、使用水素の数%をグリーン水素に置き換えるこ
との義務付け等が検討されるとのこと。

• 2030年までに非化石エネルギー容量を500GW達成する。
• 2030年までにエネルギー需要の50%を再生可能エネルギーから賄う。
• 現在から2030年までに予測される炭素排出総量を10億トン削減する。
• 2030年までに経済（実質GDP）あたりの炭素集約度（GHG排出量）を2005年のレベルから45%削減する。
• 2070年までにネットゼロを実現する。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/03/1e00c614dbb84378.html
https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1799067
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３．日本・インド間のJCMに関する近年の協議状況など

 2022年3月19日 (https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/cep/20220319_01.html )

• 「日印クリーン・エネルギー・パートナーシップ（ＣＥＰ）」を発表しエネルギー安全保障の確保、カーボンニュートラルと経済成長
の実現に向け、あらゆるエネルギー源・技術を活用した、多様かつ現実的なエネルギートランジションを通じて日印間のエネルギー
協力を推進することとした。

 2023年1月12日～1月13日（https://www.env.go.jp/press/press_01064.html ）
• 日本国環境省は、インド共和国環境・森林・気候変動省や両国の関係団体とともに「日本・インド環境ウィーク」を開催し、両国
が環境分野の議論をリードする必要性に一致し、G7及びG20の連携として、ライフスタイル変革や海洋ごみ、適応等の分野での
連携を調整していくことを確認するとともに、JCMの早期構築についても意見交換を実施した。

 2023年3月17日（https://www.env.go.jp/press/press_01415.html ）
• 日本国環境省とインド環境・森林・気候変動省との間において、JCMの構築に向けた意向を確認するエイド・メモワールの署名が
行われ、今後のJCMの構築のために両省は協力覚書の署名に向けて尽力することが確認された。

 2023年4月16日（https://www.env.go.jp/press/press_01498.html ）
• 日本国環境省は、環境大臣とインド共和国ヤーダブ環境・森林・気候変動大臣と会談し二国間クレジット制度（JCM）の早
期構築に向けた協議の加速を合意した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/cep/20220319_01.html
https://www.env.go.jp/press/press_01064.html
https://www.env.go.jp/press/press_01415.html
https://www.env.go.jp/press/press_01498.html


Copyright © Pacific Consultants Co., LTD.

４．インドにおける炭素市場創設の主な検討状況

 2022年12月15日 省エネ改正法での炭素市場の導入に関する規定
(https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1883921)

• 炭素市場の導入を含む省エネ法の改正案が議会を通過。カーボンクレジットはインド国内で優先的に使用されるが、先進技術
により生じるカーボンクレジットは国内指定機関により販売される可能性がある。

 2023年2月17日（https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1900216）
• パリ協定6.2条協力的アプローチの対象技術を決定（3年で更新予定）。

I.GHG削減活動:
1. 貯蔵付き再生可能エネルギー（貯蔵されたコンポーネントのみ）
2. 太陽熱発電
3. 洋上風力発電
4. グリーン水素
5. 圧縮バイオガス
6. 燃料電池などの新たなモビリティ技術
7. エネルギー効率を高める先進技術
8. 持続可能な航空燃料
9. 削減が難しい分野のプロセス改善に利用可能な最良のテクノロジー
10.潮汐エネルギー、海洋熱エネルギー、海洋塩濃度差エネルギー、海洋波エネルギー、海流エネルギー
11.再生エネルギープロジェクトと連携した高圧直流送電

II. 代替材料:
12. グリーンアンモニア

Ⅲ．除去活動:
13. 二酸化炭素回収・利用・貯蔵

https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1883921
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1900216
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５．インドでの（将来的な）JCMプロジェクト化の可能性がある分野やプロジェクトの例

※ JETRO https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
※ JETRO https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
※NEDO https://www.nedo.go.jp/content/100938546.pdf
※UNFCCC, 2022, INDIA’S INTENDED NATIONALLY DETERMINED CONTRIBUTION: WORKING TOWARDS CLIMATE JUSTICE

 再生可能エネルギー（風力、太陽光/熱、バイオマス、水力）
• 国家電力計画草案（2022年9月）にて非化石電源500GW（太陽光333GW、風力134GW、バイオマス15GW、小水力5GW ＋ 水力

83GW）を目指しており、再生可能発電を接続する送電線を建設する大規模な計画も発表している。特にインドは、その地理的特性に
より太陽光及び風力のポテンシャルが高く競争力の高い電源として受け止められている。

• インドは地熱発電本テンシャルが高い。インド初の地熱発電プロジェクトとして、北部ラダック地方で石油ガス公社ONGCが事業を推
進中である。

• インドは農業国であり、ポテンシャルは大きい（サトウキビ残渣、稲わら・麦わら、牛糞）。稲わら等の野焼きが大気汚染を深刻化さ
せているため、大気汚染対策にも資する。

 水素・アンモニア
• グリーン水素の世界的な生産・供給国として、グリーン水素とその関係機器の輸出機会の創出を狙っている。「国家水素ミッション」

で2030年までにグリーン水素の年間生産量を500万トンにまで増やすことを目指しており、石油精製事業者等に対するグリーン水素の
使用義務付けについても議論がされていく方針であり、今後、鉄鋼、肥料、石油精製のいずれのセクターにおいても生産が伸びていく
ことが予測されていることから水素の需要は拡大していく見込みである。

 CCU
• 国営インド石油公社(Indian Oil)や国営発電企業NTPC、鉄鋼メジャーのアルセロールミッタル社等がCCU関連技術を開発中。

 省エネ
• エネルギー起源CO2排出割合の高い工業分野における省エネ事業。
• モディ首相による「鉄道の100％電化」や電力大臣による「2030年までに新車販売台数の30%をEV化」が発表されるなど、モビリ

ティにおける電化需要増加が見込まれる。

※インドで水素を製造し、日本に輸出、日本で水素を消費するモデルはJCMの対象とはならない。

※前頁に示すインドのパリ協定6.2条対象技術の項目にない再エネではエネ貯蔵が必要。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/suiso_nenryo/pdf/031_08_00.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100938546.pdf


Copyright © Pacific Consultants Co., LTD.

個別のご相談も承ります！

2月1日（木）、2日（金）にデリー／グルグラムの御社事務所等にお伺いして、個別にJCM、
JCMFS等に関して改めてご説明差し上げることが可能です。

ぜひ、セミナー終了後にJCMFS事務局（野瀬、堀内）までご相談くださいませ！

22
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JCMFSの候補になりそうな事業案があれば是非事務局までご連絡ください！

JCMFSに繋がるプロジェクトの案がございましたら、是非、下記のプロジェクト情報シートをダ
ウンロードしてご記入いただき、事務局[JCM_pckk@tk.pacific.co.jp]までご連絡頂けますようお
願いいたします。ご希望の場合、事務局からJCMFSの詳しいご紹介を差し上げます。 。
If you have a project idea that may be applicable to JCMFS program, Please download 
the information sheet and send it to us [JCM_pckk@tk.pacific.co.jp]. 

Information sheet
https://pckk.box.com/s/aihbocgd1h105kfje4nwl6f50yczww6m

ファイル名：【記入用】将来的なJCMFSに繋がる可能性のある案件候補情報
File          : [Please fill in] Project information sheet for JCMFS

23

mailto:JCM_pckk@tk.pacific.co.jp
mailto:JCM_pckk@tk.pacific.co.jp
https://pckk.box.com/s/aihbocgd1h105kfje4nwl6f50yczww6m


Copyright © Pacific Consultants Co., LTD.

リンク

JCM公式ウェブサイト (ガイドライン等の書類やJCM登録プロジェクト、方法論等を掲載)
 https://www.jcm.go.jp/

JCMやパリ協定第6条等の説明、JCMに関するニュース等
 http://carbon-markets.env.go.jp/index.html
 http://carbon-markets.env.go.jp/eng/

民間資金を中心とするJCMプロジェクトの組成ガイダンス
Guidance for the Development of Private-Sector JCM Projects
 https://www.meti.go.jp/press/2022/03/20230328004/20230328004.html
 https://www.meti.go.jp/english/press/2023/0328_002.html

2023 JCMFS公募サイト（公募は既に終了しています）（No English website）
 公募要領等 https://www.pacific.co.jp/news/2023/20230724-001119.html
 FAQ https://www.pacific.co.jp/news/upload_files/20230724_proposal_QandA.pdf
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https://www.pacific.co.jp/news/2023/20230724-001119.html
https://www.pacific.co.jp/news/upload_files/20230724_proposal_QandA.pdf
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Thank you so much for 
allowing us to make a presentation.
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